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防衛省訓令第５号

自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第２１条第２項ただし書及び第３６

条の規定に基づき、事務官等の採用の方法及び手続に関する訓令を次のように定める。

平成２４年３月７日

防衛大臣 田中 直紀

事務官等の採用の方法及び手続に関する訓令

改正 平成26年２月21日省訓第４号

平成26年３月26日省訓第16号

平成26年３月31日省訓第23号

平成26年５月30日省訓第35号

平成26年７月24日省訓第40号

平成27年３月31日省訓第10号

平成27年10月１日省訓第39号

平成28年４月１日省訓第40号

平成29年12月５日省訓第61号

令和２年12月７日省訓第62号

令和２年12月28日省訓第67号

令和４年３月15日省訓第10号

目次
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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、事務官等の採用の方法及び手続について必要な事項を定めるものと
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する。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

( ) 事務官等 防衛省の事務次官、防衛審議官、防衛装備庁長官、書記官、部員、事務1
官、技官、教官その他の職員で、防衛大臣政策参与、自衛官、自衛官候補生、予備自

衛官、即応予備自衛官、予備自衛官補、防衛大学校又は防衛医科大学校の学生（防衛

省設置法（昭和２９年法律第１６４号）第１５条第１項又は第１６条第１項（第３号

を除く ）の教育訓練を受けている者をいう 、生徒（自衛隊法（昭和２９年法律第。 。）

１６５号）第２５条第５項の教育訓練を受けている者をいう 、任期付隊員（同法。）

第３６条の２各項の規定により採用された職員をいう 、任期付研究員（同法第３。）

６条の６第１項の規定により採用された職員をいう ）及び非常勤の者でないものを。

いう。

( ) 採用試験 事務官等を採用するために防衛省が実施する競争試験をいう。2
( ) 任命権者 自衛隊法第３１条第１項の規定により事務官等の任免について権限を有3
する者をいう。

( ) 係員の官職 標準的な官職を定める省令（平成２６年防衛省令第９号）本則の表１4
の項第３欄各号（第１０５号を除く ）に規定する職制上の段階及び同欄第１０５号。

の防衛大臣が定める職制上の段階のうち、標準的な官職が係員である職制上の段階に

属する官職をいう。

( ) 国家公務員採用試験 人事院規則８－１８（採用試験）第３条第１項各号及び第２5
項各号に掲げる試験をいう。

第２章 採用の方法

（国家公務員採用試験による選考）

第３条 別表第１の官職の欄に掲げる官職に補充される事務官等の採用は、選考による。

２ 前項の選考は、別表第１の官職の欄に掲げる官職についてそれぞれ同表の国家公務員

採用試験の欄に掲げる国家公務員採用試験の結果に基づいて作成された国家公務員法

（昭和２２年法律第１２０号）第５０条に規定する採用候補者名簿に記載された者（以

下「国家公務員採用試験合格者」という ）の中から、面接を行い、その結果を考慮し。

て行うものとする。

（採用試験）

第４条 特定の語学に係る高度の能力を用いて業務に従事することを職務とする係員の官

職（以下「試験対象官職」という ）に補充される事務官等は、自衛隊法施行規則第２。

１条第２項ただし書に規定する防衛大臣の指定するものとする。

２ 試験対象官職に補充される事務官等の採用は、採用試験による。

３ 前項の事務官等の採用は、第３６条第１項に規定する採用候補者名簿に記載された者

の中から、面接を行い、その結果を考慮して行うものとする。

（国家公務員採用試験等によらない選考）

第５条 別表第１の官職の欄に掲げる官職又は試験対象官職以外の官職に補充される事務

官等の採用は、選考による。
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２ 別表第１の官職の欄に掲げる官職のうち次に掲げる官職に補充される事務官等の採用

は、第３条の規定にかかわらず、国家公務員採用試験によらない選考によることができ

る。

( ) 国家公務員採用試験合格者から十分な採用候補者が得られなかったため、補充でき1
ない官職

( ) 職務と責任の特殊性により、職務の遂行能力について事務官等の順位の判定が困難2
な官職

( ) 防衛省の職員以外の国家公務員の職、地方公務員の職、沖縄振興開発金融公庫に属3
する職その他これらに準ずる職に現に正式に就いている者をもって補充しようとする

官職であって、その者が現に就いている職と同等以下と防衛大臣が認めるもの

( ) かつて事務官等であった者をもって補充しようとする官職であって、その者がかつ4
て正式に任用されていた官職の職務の複雑と責任の度が同等以下と認められるもの

( ) 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）第２７条第１項5
において準用する同法第７条第１項第１号又は第２３条第１項の規定により任期を定

めて採用する者をもって補充しようとする官職

( ) 国家公務員の配偶者同行休業に関する法律（平成２５年法律第７８号）第１１条に6
おいて準用する同法第７条第１項第１号の規定により任期を定めて採用する者をもっ

て補充しようとする官職

( ) 前各号に掲げるもののほか、国家公務員採用試験合格者を対象とした選考によるこ7
とが不適当であると防衛大臣が認める官職

３ 試験対象官職のうち次に掲げる官職に補充される事務官等の採用は、前条の規定にか

かわらず、選考によることができる。

( ) 採用試験を行っても十分な競争者が得られないことが予想される官職1
( ) 採用試験を行っても十分な採用候補者が得られなかったため、補充できない官職2
( ) 防衛省の職員以外の国家公務員の職、地方公務員の職、沖縄振興開発金融公庫に属3
する職その他これらに準ずる職に現に正式に就いている者をもって補充しようとする

官職であって、その者が現に就いている職と同等以下と防衛大臣が認めるもの

( ) かつて事務官等であった者をもって補充しようとする官職であって、その者がかつ4
て正式に任用されていた官職の職務の複雑と責任の度が同等以下と認められるもの

( ) 国家公務員の育児休業等に関する法律第２７条第１項において準用する同法第７条5
第１項第１号又は第２３条第１項の規定により任期を定めて採用する者をもって補充

しようとする官職

( ) 国家公務員の配偶者同行休業に関する法律第１１条において準用する同法第７条第6
１項第１号の規定により任期を定めて採用する者をもって補充しようとする官職

( ) 前各号に掲げるもののほか、採用試験によることが不適当であると防衛大臣が認め7
る官職

第３章 国家公務員採用試験における採用事務

（採用予定者数）

第６条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める機関又は自衛隊における別表第１の官

職の欄に掲げる官職に補充される事務官等の採用予定者数を算定するものとする。
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( ) 大臣官房長 防衛省本省の内部部局及び地方防衛局1
( ) 防衛大学校長 防衛大学校2
( ) 防衛医科大学校長 防衛医科大学校3
( ) 防衛研究所長 防衛研究所4
( ) 統合幕僚長 統合幕僚監部、統合幕僚学校及び自衛隊サイバー防衛隊5
( ) 陸上幕僚長 陸上自衛隊（自衛隊体育学校、自衛隊中央病院、陸上幕僚長の監督6
を受ける自衛隊地区病院及び自衛隊地方協力本部を含む ）。

( ) 海上幕僚長 海上自衛隊（海上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院を含む ）7 。

( ) 航空幕僚長 航空自衛隊（航空幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院を含む ）8 。

( ) 情報本部長 情報本部9
( ) 防衛監察監 防衛監察本部10
( ) 防衛装備庁長官 防衛装備庁11

２ 前項各号に掲げる者（第１号に掲げる者を除く ）は、別に定めるところにより、前。

項の規定により算定した採用予定者数について、別表第１の国家公務員採用試験の欄に

掲げる国家公務員採用試験別に大臣官房長に通知するものとする。

（採用結果の通知）

第７条 任命権者（防衛大臣を除く ）は、第３条の規定により、採用を行った場合は、。

別に定めるところにより、採用結果を大臣官房長に通知しなければならない。

（国家公務員採用試験に対する協力）

第８条 第６条第１項各号に掲げる者は、国家公務員採用試験の実施に際し必要な協力を

行うものとする。

第４章 採用試験における事務

第１節 採用試験の名称、受験資格等

（採用試験の目的）

第９条 採用試験は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短期大学

を除く ）を卒業した者又はこれらの者と同程度の知識、技術その他の能力を有する。

者が、試験対象官職の属する職制上の段階の標準的な官職に係る標準職務遂行能力及

び試験対象官職についての適性を有するかどうかを相対的に判定することを目的とす

る。

（採用試験の名称）

第１０条 採用試験の名称は、防衛省専門職員採用試験とする。

（試験区分等）

第１１条 採用試験は、別表第２の試験区分の欄に掲げる試験に区分する。

２ 前項の規定により区分された試験の対象となる官職、筆記試験の種目及び専門試験の

出題分野は、別表第２の試験区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の対象となる

官職の欄、筆記試験の種目の欄及び専門試験の出題分野の欄に掲げるものとする。

（受験資格）

第１２条 採用試験の受験資格は、別表第３のとおりとする。

２ 自衛隊法第３８条第１項の規定に該当する者は、採用試験を受けることができない。

第２節 試験管理事務局等
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（試験管理事務局）

第１３条 採用試験を実施する場合には、採用試験の管理、監督等を行う機関として、大

臣官房に試験管理事務局を置く。

２ 試験管理事務局の長は、試験管理事務局長とし、大臣官房長をもって充てる。

（試験実施機関）

第１４条 採用試験を実施する場合には 大臣官房及び防衛大臣の指定する地方防衛局 地、 （

方防衛支局を含む ）又はその他の機関（次項において「地方防衛局等」という ）に、。 。

試験実施機関を置く。

２ 試験実施機関の長は、大臣官房長及び当該機関の置かれる地方防衛局等の長とする。

（試験管理事務局の事務）

第１５条 試験管理事務局においては、次に掲げる事務をつかさどる。

( ) 採用試験の実施の基本に関すること。1
( ) 試験問題の作成に関すること。2
( ) 受験申込みの受理に関すること。3
( ) 合格者の決定に関すること。4
( ) 第３６条第１項に規定する採用候補者名簿の作成、管理及び提示に関すること。5
( ) 試験実施機関に対する指導、調整及び監督に関すること。6
（試験実施機関の事務）

第１６条 試験実施機関においては、次に掲げる事務をつかさどる。

( ) 採用試験の周知に関すること。1
( ) 試験場の設置に関すること。2
( ) 筆記試験、口述試験及び身体検査の実施に関すること。3
( ) 前各号に掲げるもののほか、試験管理事務局長の定める事務4

２ 試験実施機関の長は、その所掌する事務の一部を他の試験実施機関の長に委託するこ

とができる。

（採用試験に関する報告）

第１７条 試験実施機関の長は、採用試験に関する次に掲げる事項について、試験管理事

務局長に報告しなければならない。

( ) 第１次試験の状況1
( ) 第２次試験の状況2
( ) 前２号に掲げるもののほか、試験管理事務局長が必要と認める事項3
（採用試験に関する秘密の保持）

第１８条 採用試験に関する事務に従事する職員は、採用試験に関する秘密を、細心の注

意をもって保持しなければならない。

第３節 採用試験の実施

（採用試験の実施計画）

第１９条 第６条第１項各号に掲げる者は、試験管理事務局長の定めるところにより、当

該各号に定める機関又は自衛隊における別表第２の対象となる官職の欄に掲げる官職に

補充される事務官等の採用予定者数について、同表の試験区分の欄に掲げる試験区分別

に試験管理事務局長に通知するものとする。
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２ 試験管理事務局長は、前項の通知に基づいて、採用試験の実施計画を作成し、防衛大

臣の承認を受けるものとする。

(採用試験の告知）

第２０条 試験管理事務局長は、採用試験を実施する場合には、あらかじめ次に掲げる事

項について官報により告知するものとする。

( ) 採用試験の名称及び試験区分1
( ) 試験対象官職の職務と責任の概要2
( ) 受験資格3
( ) 採用試験の方法並びに筆記試験の種目及び専門試験の出題分野4
( ) 採用試験の実施時期及び試験地5
( ) 合格者の発表の時期及び方法6
( ) 第３６条第１項に規定する採用候補者名簿への記載及び当該名簿からの採用方法7
( ) 採用試験の結果に基づいて採用された場合の初任給その他の給与8
( ) 受験申込みの方法、それらの時期その他の受験に必要な事項9
（採用試験の周知）

第２１条 試験実施機関の長は、採用試験を実施する場合には、新聞、放送、インターネ

ットその他適切な手段により、受験資格を有する者に、前条各号に掲げる事項を周知さ

せるように努めなければならない。

（受験申込みの受理）

第２２条 試験管理事務局長は、受験申込みを受けた場合には、その内容を審査し、必要

な要件を満たしていると認めたときは、当該受験申込みを受理しなければならない。

（受験票の交付）

第２３条 試験管理事務局長は、受験申込みを受理した場合には、受験申込者に受験票を

交付（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録をいう。以下同じ ）については、当該電磁的記録に記録。

された情報の電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法をいう ）による提供）するものとする。。

（受験申込みを受理しない場合における通知）

第２４条 試験管理事務局長は、受験申込みを受理しなかった場合には、その理由を付し

て、受験申込者に通知しなければならない。

（受験申込内容の変更）

第２５条 受験申込みの内容の変更は、やむを得ない場合を除き、申込受付期間までに申

出があった場合に限り認めることができる。

（採用試験の方法）

第２６条 採用試験は、第１次試験及び第２次試験に区分し、第１次試験においては筆記

試験を、第２次試験においては口述試験及び身体検査を行うものとする。

２ 第２次試験は、第１次試験の合格者について実施するものとする。

（第１次試験合格者への通知）

、 、 、第２７条 試験管理事務局長は 第１次試験の合格者に対して 第２次試験の実施の日時

試験場その他の受験に必要な事項を通知するものとする。
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（試験管理者）

第２８条 試験実施機関の長は、試験場ごとに試験管理者を指名する。

２ 試験管理者は、当該試験場における採用試験の実施を管理する。

（試験場の変更）

第２９条 試験管理者は、当該試験場で採用試験を実施することが著しく困難となった場

合であって、緊急を要するときは、異なる場所において採用試験を実施することができ

る。この場合において、試験管理者は、直ちに試験実施機関の長にその旨を報告するも

のとする。

（受験の拒否等）

第３０条 次に掲げる者については、受験を無効とする。

( ) 不正の手段により、採用試験を受け、又は受けようとした者1
( ) 法令に違反し、又は試験管理者の指示に従わない者2
( ) その他採用試験の適正な実施を妨げた者3

２ 試験管理者は、前項各号に掲げる者に対し、試験場からの退場を命ずるものとする。

（再試験の実施）

第３１条 試験管理事務局長は、天災その他やむを得ない理由により採用試験の全部又は

一部を実施することができなかった場合であって、特に必要があると認めるときは、新

たに日時、試験地及び試験場を定めて再試験（当該採用試験の全部又は一部を再び実施

することをいう。以下この条において同じ ）を実施することができる。。

２ 前項の規定は、答案等の判定資料の滅失等やむを得ない理由により受験者の成績等が

判定できない場合の再試験について準用する。

３ 試験管理事務局長は、前２項の規定により再試験を実施する場合には、その旨を受験

申込者に通知しなければならない。この場合において、必要に応じ、再試験の実施を官

報により告知するものとする。

（基準）

第３２条 筆記試験、口述試験及び身体検査の判定基準は、試験管理事務局長が定める。

（合格者）

第３３条 試験管理事務局長は、第１次試験の受験者であって前条の筆記試験の判定基準

に達したものについて、筆記試験の成績により、試験区分別の採用予定者数等を勘案し

て必要と認められる数の第１次試験の合格者を決定するものとする。

２ 試験管理事務局長は、第２次試験の受験者であって前条の口述試験及び身体検査の判

定基準に達したものについて、筆記試験、口述試験及び身体検査の成績を総合して得ら

れた結果により、試験区分別の採用予定者数等を勘案して必要と認められる数の最終の

合格者を決定するものとする。

（合格者の発表）

第３４条 試験管理事務局長は、第１次試験の合格者又は最終の合格者を決定した場合に

は、書面で合格者に通知するとともに、その受験番号及び試験地を、所定の場所におけ

る掲示、インターネットの利用その他適切な方法により発表するものとする。

第４節 採用試験に対する協力

第３５条 試験管理事務局長は、採用試験の実施に関し、次に掲げる者に協力を求めるこ
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とができる。

( ) 防衛大学校長1
( ) 防衛医科大学校長2
( ) 防衛研究所長3
( ) 統合幕僚長4
( ) 陸上幕僚長5
( ) 海上幕僚長6
( ) 航空幕僚長7
( ) 情報本部長8
( ) 防衛監察監9
( ) 防衛装備庁長官10

第５節 採用候補者名簿

（採用候補者名簿の作成等）

第３６条 試験管理事務局長は、第３３条第２項の規定により採用試験の最終の合格者を

決定した後、直ちに、採用試験の試験区分別に、当該合格者について採用候補者として

記載した採用候補者名簿を作成するものとする。

２ 前項の規定により作成された採用候補者名簿（以下単に「名簿」という ）は、作成。

された日からその効力を生ずる。

３ 名簿の作成後は、次条及び第３８条の場合を除き、記載された事項を訂正し、又は変

更を行ってはならない。

４ 名簿は、名簿の効力が発生した日から起算して１年を経過する日まで有効とする。

（採用候補者の削除）

第３７条 試験管理事務局長は、採用候補者が次のいずれかに該当する場合においては、

これを名簿から削除するものとする。

( ) 採用された場合1
( ) 採用される意思のない旨の申出があった場合2
( ) 自衛隊法第３８条第１項に該当することとなった場合3
( ) 死亡した場合4
（名簿の訂正）

、 、第３８条 試験管理事務局長は 名簿の記載事項に明白な誤り又は変更があった場合には

速やかに名簿の訂正を行なわなければならない。

第６節 採用候補者の提示等

（提示）

第３９条 試験管理事務局長は、任命権者の求めに応じ、名簿を提示するものとする。

（採用等の結果の通知）

第４０条 任命権者は、第４条第２項の規定により面接を行った場合は、その採用（採用

内定を含む ）又は不採用その他必要と認める事項を試験管理事務局長に通知しなけれ。

ばならない。

第５章 選考

（選考の目的）
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第４１条 選考は、選考される者が、補充しようとする官職の属する職制上の段階の標準

的な官職に係る標準職務遂行能力及び当該補充しようとする官職についての適性を有す

るかどうかを判定することを目的とする。

（選考委員会）

第４２条 防衛大臣が指定する機関に、選考委員会を置く。

（選考）

、 。 、第４３条 選考は 当該選考により補充しようとする官職に係る任命権者が行う ただし

防衛大臣が別に定める官職への選考は、選考委員会が行うものとする。

（国家公務員採用試験等に準ずる選考）

第４４条 任命権者又は選考委員会は、次の各号に掲げる場合であって、国家公務員採用

試験による選考により採用する者若しくは採用試験により採用する者との均衡又は充て

ようとする官職の特殊性から必要と認めるときは、充てようとする官職に必要な知識、

技術又はその他の能力に応じて、国家公務員採用試験又は採用試験に準じた選考を行う

ものとする。

( ) 第５条第２項の規定により同項第１号又は第７号に掲げる官職に充てる事務官等を1
採用する場合

( ) 第５条第３項の規定により同項第１号、第２号又は第７号に掲げる官職に充てる事2
務官等を採用する場合

２ 前項の選考を行うときは、あらかじめ防衛大臣の承認を受けるものとする。

第６章 委任規定

第４５条 この訓令の実施に関し必要な事項は、大臣官房長が定める。

附 則（平成２４年３月７日省訓第５号 （抄））

（施行期日）

１ この訓令は、平成２４年３月７日から施行する。

（経過措置）

２ 任命権者は、この訓令の施行の日前に人事院規則８－１８－２３（人事院規則８－１

８（採用試験）の全部を改正する人事院規則）による改正前の人事院規則８－１８（採

用試験）第１７条の規定により告知された試験の結果に基づいて作成されこの訓令の施

行の際現に有効な採用候補者名簿又はこの訓令による改正前の事務官等の採用試験等に

関する訓令第１９条の規定により告知された採用試験の結果に基づいて作成されこの訓

令の施行の日の前日において現に有効な採用候補者名簿に記載された者の中から、なお

従前の例により事務官等を採用することができる。

附 則（平成２６年３月２６日省訓第１６号 （抄））

（施行期日）

１ この訓令は、平成２６年３月２６日から施行する。

附 則（平成２６年３月３１日省訓第２３号）

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年５月３０日省訓第３５号 （抄））

（施行期日）

１ この訓令は、国家公務員法等の一部を改正する法律の施行の日（平成２６年５月３０
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日）から施行する。

附 則（平成２６年７月２４日省訓第４０号 （抄））

この訓令は、平成２６年７月２５日から施行する。

附 則（平成２７年３月３１日省訓第１０号 （抄））

（施行期日）

１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年１０月１日省訓第３９号 （抄））

（施行期日）

１ この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年４月１日省訓第４０号 （抄））

（施行期日）

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成２９年１２月５日省訓第６１号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成２９年１２月５日から施行する。

（経過措置）

２ 任命権者は、この訓令の施行の日前に事務官等の採用の方法及び手続きに関する訓令

第２０条の規定により告知された採用試験の結果に基づいて作成され、この訓令の施行

の日の前日において現に有効な採用候補者名簿に記載された者の中から、なお従前の例

により事務官等を採用することができる。

附 則（令和２年１２月７日省訓第６２号 （抄））

（施行期日）

この訓令は、令和２年１２月７日から施行する。

附 則（令和２年１２月２８日省訓第６７号 （抄））

（施行期日）

この訓令は、令和２年１２月２８日から施行する。

附 則（令和４年３月１５日省訓第１０号）

この訓令は、令和４年３月１７日から施行する。ただし、第１９条の規定による改正

後の自衛官俸給表の１等陸佐、１等海佐及び１等空佐の（一） 欄又は（二） 欄に定め

る額の俸給の支給を受ける職員の占める官職を定める訓令別表第２ヌ中第４潜水隊に係

る規定は、令和４年３月９日から適用する。

別表第１（第３条関係）

官職 国家公務員採用試験

係員の官職及び研究員の官職のうち、政 人事院規則８－１８（採用試験）第３条

策の企画及び立案又は調査及び研究に関 第１項第１号及び第２号に掲げる試験

する事務をその職務とする官職

係員の官職及び研究員の官職のうち、定 人事院規則８－１８（採用試験）第３条

型的な事務をその職務とする官職（試験 第２項第１号及び第２号に掲げる試験
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対象官職を除く ）。

備考 この表において 「研究員の官職」とは、標準的な官職を定める省令本則の表、

２の項第３欄各号（第２９号を除く ）に規定する職制上の段階及び同欄第２９。

号の防衛大臣が定める職制上の段階のうち、標準的な官職が研究員である職制上

の段階に属する官職をいう。

別表第２（第１１条関係）

対象となる官職 専門試験の出題分野試験区分
筆記試験

の種目

英語 試験対象官職のう 基礎能力 英文和訳、和文英訳及び英文法

ち、主として英語 試験

に係る高度の能力 専門試験

（ ）を用いて業務に従 記述式

事することを職務 論文試験

とする官職 （一般論

ロシア語 試験対象官職のう 文又は時 露文和訳、和文露訳及び露語文法

ち、主としてロシ 事論文）

ア語に係る高度の

能力を用いて業務

に従事することを

職務とする官職

中国語 試験対象官職のう 中文和訳、和文中訳及び中国語文

ち、主として中国 法

語に係る高度の能

力を用いて業務に

従事することを職

務とする官職

朝鮮語 試験対象官職のう 朝文和訳、和文朝訳及び朝鮮語文

ち、主として朝鮮 法

語に係る高度の能

力を用いて業務に

従事することを職

務とする官職

フランス語 試験対象官職のう 仏文和訳、和文仏訳及び仏語文法

ち、主としてフラ

ンス語に係る高度

の能力を用いて業

務に従事すること

を職務とする官職

アラビア語 試験対象官職のう アラビア語文和訳、和文アラビア
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ち、主としてアラ 語訳及びアラビア語文法

ビア語に係る高度

の能力を用いて業

務に従事すること

を職務とする官職

ペルシャ語 試験対象官職のう ペルシャ語文和訳、和文ペルシャ

ち、主としてペル 語訳及びペルシャ語文法

シャ語に係る高度

の能力を用いて業

務に従事すること

を職務とする官職

インドネシア 試験対象官職のう インドネシア語文和訳、和文イン

語 ち、主としてイン ドネシア語訳及びインドネシア語

ドネシア語に係る 文法

高度の能力を用い

て業務に従事する

ことを職務とする

官職

備考 １ 試験管理事務局長は、この表に定める試験区分のほか、あらかじめ防衛大臣の

承認を受けて必要と認める試験区分を設けその対象となる官職、筆記試験の種

目及び専門試験の出題分野を定めることができる。

２ 試験管理事務局長は、あらかじめ防衛大臣の承認を受けてこの表に定める専

門試験の出題分野を必要に応じて変更することができる。

別表第３（第１２条関係）

次に掲げる者で日本国籍を有するもの

１ 第２０条の規定により告知された採用試験の第１次試験の日の属する年度（４月１日

から翌年の３月３１日までをいう。以下同じ （以下「試験年度」という ）の４月１。） 。

日における年齢が２１歳以上３０歳未満の者

２ 試験年度の４月１日における年齢が２１歳未満の者で次に掲げるもの

( ) 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。以下「大学」という ）を卒業した者1 。

及び試験年度の３月までに大学を卒業する見込みの者並びにこれらの者と同等の資格

があると認められる次に掲げる者

イ 学校教育法第１０２条第２項の規定に基づき大学院に入学したことのある者

ロ 学校教育法第１０４条第７項第１号の規定に基づき学士の学位を授与された者

ハ 学校教育法第１０４条第７項第２号に規定する課程を修了した者及び試験年度の

３月までに当該課程を修了する見込みの者

ニ 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１５５条第１項第２号か

ら第４号の２までに規定する課程を修了した者及び試験年度の３月までに当該課程

を修了する見込みの者
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ホ 学校教育法に基づく専修学校の専門課程のうち、学校教育法施行規則第１５５条

第１項第５号の規定に基づき文部科学大臣が指定した課程を修了した者（同号の規

定に基づき文部科学大臣が定める日以後に修了した者に限る ）及び試験年度の３。

月までに当該課程を修了する見込みの者

( ) 学校教育法に基づく短期大学（以下「短期大学」という ）又は同法に基づく高等2 。

専門学校（以下「高等専門学校」という ）を卒業した者及び試験年度の３月までに。

短期大学又は高等専門学校を卒業する見込みの者並びにこれらの者と同等の資格があ

ると認められる次に掲げる者

イ 学校教育法に基づく高等学校の専攻科の課程のうち、同法第５８条の２の文部科

学大臣の定める基準を満たす課程を修了した者及び試験年度の３月までに当該課程

を修了する見込みの者

ロ 学校教育法に基づく専修学校の専門課程のうち、次に掲げるいずれかの課程を修

了した者及び試験年度の３月までに当該課程を修了する見込みの者（ ロ）に掲げ（

る課程に係るこれらの者にあっては、当該課程への入学が平成２９年４月１日前で

ある者に限る ）。

(イ) 学校教育法第１３２条の文部科学大臣の定める基準を満たす課程

(ロ) 修業年限が２年以上であり、かつ、１，６００時間以上の授業の履修を義務

付けている課程であって、当該履修の成果が授業科目の目標に達していること

を筆記試験その他の方法により認められることを修了の要件とするもの

ハ 農業改良助長法（昭和２３年法律第１６５号）第７条第１項第５号に掲げる事業

等を行う農業者研修教育施設（修業年限２年以上のものに限る ）の卒業者及び試。

験年度の３月までに当該農業者研修教育施設を卒業する見込みの者

ニ 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１６条第１項若しくは第２項

の規定に基づき国若しくは都道府県が設置した職業能力開発短期大学校若しくは職

業能力開発大学校の専門課程（以下この号において「短期大学校等の専門課程」と

いう ）又は同法第２７条に規定する職業能力開発総合大学校の特定専門課程を修。

了した者及び試験年度の３月までに短期大学校等の専門課程又は当該特定専門課程

を修了する見込みの者

ホ 森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第９条の規定に基づき農林水産大臣

が指定する教育機関（修業年限２年以上のものに限る ）の卒業者及び試験年度の。

３月までに当該教育機関を卒業する見込みの者

ヘ 学校教育法施行規則第１５５条第２項第３号から第５号までに規定する課程を修

了した者及び試験年度の３月までに当該課程を修了する見込みの者

ト 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（独立行政法人通則法の一部

を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成２６年法律第６７

号）第１４８条の規定により国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構と

なった旧独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構を含む ）において、園芸。

又は茶業に必要な学理及び技術の修得を目的として行う長期研修の課程（研修期間

２年以上のものに限る ）の卒業者及び試験年度の３月までに当該課程を卒業する。

見込みの者
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（ 。）チ 都道府県の条例等の規定に基づく農業講習所 修業年限２年以上のものに限る

の卒業者及び試験年度の３月までに当該農業講習所を卒業する見込みの者


